
   津幡町開発指導要綱 

平成１９年２月１５日津幡町告示第１２号 

   第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この要綱は、本町における住宅団地の造成をはじめとする開発行為が無秩序に行われる

ことを防止するため公共施設及び公益施設の整備について必要な基準を定め、もって安全で快

適な環境の整備と健康で安らぎを実感できるまちづくりに寄与することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

 ⑴ 開発行為 主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的で行う土地の区

画形質の変更をいう。 

 ⑵ 開発区域 開発行為をする土地の区域をいう。 

 ⑶ 公共施設 道路、公園、緑地、広場、上水道、下水道、河川、水路、調整池及び消防水利

施設等で公共の用に供する施設をいう。 

 ⑸ 公益施設 行政施設、福祉施設、教育施設、医療施設、交通施設及び清掃施設等の町民の

共同の福祉又は利便のために供する施設をいう。 

 （適用範囲）    

第３条 この要綱は、次の各号のいずれかに該当するものについて適用する。 

 ⑴ 都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）に基づく開発行為のうち、

都市計画区域内において行う１，５００平方メートル以上の開発行為、都市計画区域外に

おいて行う１０，０００平方メートル以上の開発行為 

 ⑵ 前号に掲げるもののほか、当該開発行為により町長が特に公共施設等を整備する必要があ

ると認めたもの 

 （事前協議） 

第４条 開発行為者は、法令に基づく各種の手続きを行う前に、開発行為事前協議書及び関係書

類を町長に提出し協議しなければならない。協議内容に変更を生じた場合も同様とする。 

   第２章 基本計画 

 （公共事業計画との適合） 



第５条 開発行為者は、開発区域及びその周辺における国並びに地方公共団体の公共事業の計画

に開発計画を適合させなければならない。 

 （利害関係人との協議） 

第６条 開発行為者は、開発区域周辺に及ぼす影響を考慮して、あらかじめ事業計画の内容を関

係区長その他利害関係人（工事中の騒音等にかかる利害関係人を含む。）に説明し、かつ、理

解を得なければならない。 

２ 開発行為に起因して生じた第三者との紛争は、すべて開発行為者の責任において解決するも

のとする。 

 （防災等の措置及び損害の補償） 

第７条 開発行為者は、開発行為及び開発行為に関する工事（以下「開発行為等」という。）に

起因する災害、公害の防止並びに住民の生命、財産の保全に最大の努力を払わなければならな

い。 

２ 開発行為に伴い、開発行為者の責に帰すべき理由により第三者に与えた損害は、開発行為者

自らの責任と負担において、遅滞なくその復旧又は損害の補償をしなければならない。 

３ 開発行為者は、開発行為を中止し、又は廃止しようとするときは、すでに施工された工事に

よって災害が発生し、又は開発区域内及びその周辺の土地利用に支障を及ぼすことのないよう

適切な措置を講じなければならない。 

 （自然環境の保全） 

第８条 開発行為者は、開発区域内において町長が必要と認める自然環境を保全するとともに、

併せて緑化の推進を図るものとする。 

 （文化財等の保存） 

第９条 開発行為者は、開発行為等を行う場合は、あらかじめ教育委員会に埋蔵文化財等の保存

について指示を受けるものとする。 

２ 開発行為者は、開発行為に伴い埋蔵文化財等を発見したときは、直ちに工事を中止し教育委

員会に届け出てその指示を受けなければならない 

 （関連公共施設の整備） 

第１０条 開発行為者は、開発行為によって影響を及ぼす開発区域周辺の公共施設を整備しなけ

ればならない。 

 （公共・公益施設の管理及び帰属等） 



第１１条 開発行為者は、法第３２条の規定に基づき開発行為に関係がある公共施設及び公益施

設（以下「公共・公益施設」という。）の管理者と事前に協議してその同意を得るとともに、

当該開発行為により設置される公共・公益施設については、管理予定者との協議経過書により

管理予定者と協議しなければならない。 

２ 開発行為等により設置された公共・公益施設及び公共・公益施設の用に供する土地（以下

「公共・公益施設等」という。）は、法第３９条及び第４０条の規定に基づき津幡町の管理及

び帰属とする。ただし、他の法令に基づく管理者が別にあるとき、又は法第３２条第２項の協

議により管理者を別に定めたときは、それらの者の管理及び帰属とする。 

３ 開発行為者は、公共・公益施設の用に供する土地の境界を境界杭等で明確に表示するととも

に、土地の分筆、地目変更等登記上の措置を帰属手続き前に完了するものとする。 

４ 開発行為者は、公共・公益施設の用に供する土地の帰属手続きのため、開発行為に関する工

事の完了までに公共・公益施設の用に供する土地に係る所有権以外の権利を抹消させるととも

に、自ら所有権を取得し、又は他の所有者から公共・公益施設の用に供する土地の帰属に関す

る承諾を得ておくものとする。 

５ 開発行為者は、管理予定者との協議により公共・公益施設等が津幡町の管理及び帰属となる

場合は、工事完了と同時に引継ぎ関係図書を種別ごとに各主管課と協議のうえ作成し、提出し

なければならない。 

６ 公共・公益施設等の協議、管理及び帰属等に関する主管課は、別表第１のとおりとする。 

   第３章 技術基準 

  第１節 道路 

 （道路計画） 

第１２条 開発区域内における道路計画は、国及び地方公共団体の道路計画に適合させるととも

に、発生交通量、居住者の動き等を考慮し、開発区域の面積に応じて、次に掲げる道路のうち

必要なものを適切に配置するものとする。この場合において、道路の配置は、居住者の安全に

ついて配慮するとともに、居住環境等を害することがないようにし、取り付け道路は区域内外

の地形及び周辺の道路の態様を勘案しながら計画するものとする。 

 ⑴ 住区幹線街路 開発区域の骨格となるもので、近隣住区を形成する街路及び住区内の主要

街路 

 ⑵ 区画幹線街路 近隣住区内の交通の用に供するとともに、住区幹線街路相互間を連絡する



街路 

 ⑶ 区画街路 開発区域内の区画を形成し、画地の交通の用に供する道路 

 ⑷ 歩行者専用道路、自転車専用道及び自転車歩行者道 専ら歩行者・自転車の用に供する道

路 

２ 開発区域内の主要な道路は、主として住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為にあって

は原則として開発区域外の幅員６．５メートル以上の道路、その他の開発行為にあっては幅員

９メートル以上の道路に接続するものとする。 

 （道路形態等） 

第１３条 開発区域内における道路の形態は、次の各号のいずれにも該当するものでなければ 

ならない。 

 ⑴ 道路は、通り抜けできる形態とし袋路状としないこと。ただし、次のいずれかに該当する

場合及び道路管理予定者が特に認める場合は、この限りでない。 

 ア 当該道路の延長又は当該道路と他の道路との接続の予定が明確な場合で、避難上支障が

ない場合 

 イ 道路が区域の終端まで達しており、自動車の転回が可能な広場が設けられ、かつ、避難

上支障がない場合。ただし、転回広場の形状は、道路管理予定者との協議によるものと

する。 

 ⑵ 道路の平面交差は直角又は直角に近い角度とすることとし、交差部は別表第２を標準に隅

切を設けること。ただし、曲線による隅切及び片側のみの場合の隅切長については、道路

管理予定者と別途協議するものとする。 

⑶ 道路は、階段状としないこと。 

 ⑷ 道路に敷設される側溝は、耐久性の高い強固なものを使用し、側溝水路がサイフォン又は

架樋となる構造は避けること。 

 ⑸ 一般区画道路及び主要区画道路の舗装構造は表層（アスファルト）５センチメートル、上

層路盤（粒度調整砕石）１５センチメートル、下層路盤（切込砕石）２０センチメートル

以上とし、幹線区画道路の舗装構成は日本道路協会のアスファルト舗装要綱によるもので

あること。 

⑹ その他道路の構造については、道路構造令（昭和４５年政令第２２０号）に適合するもの

であること。 



２ 道路内の占用物件等については、道路管理予定者と別途協議しなければならない。 

 （道路標識等） 

第１４条 開発行為者は、交通事故防止、交通の円滑化を図るため、道路管理予定者と協議のう

え道路標識や路面表示による区画線等を設置するものとする。 

２ 開発行為者は、道路屈曲部又は交差点等の見通しの悪い箇所には、カーブミラーを設置する

ものとする。 

３ 開発行為者は、道路が部分的に拡張された箇所又は将来延長されることが予想される袋路状

の道路の終端部分等には、危険を防止するためデリネーター（視線誘導標）、車止め施設等を

設置するものとする。 

 （地下埋設物等） 

第１５条 道路に埋設される物件は、次に揚げるところによるものとする。 

(1) 歩道を有する道路では、地下埋設物は原則として歩道部に埋設すること。 

(2) 将来地下埋設物が設置される計画のある箇所は、敷設予定者と協議し、計画図を道路管理

予定者に提出すること。 

  第２節 公園等 

 （公園等の設置基準） 

第１６条 公園の設置計画にあたっては、町民の日常の利用を考慮しつつ、到達までの安全性、

災害及び公害の防止、環境の改善、都市景観の増進等の観点に立ち、地形、植生その他の自然

条件を勘案して適正に計画するものとする。 

２ 公園等の設置に関しては、利用者の有効な利用が確保される場所とするものとする。 

３ 開発区域の面積が３，０００平方メートル以上の場合は、当該面積の３パーセント以上の公

園、緑地又は広場を設けるものとする。 

４ 公園、緑地及び広場は、開発行為者の負担で整備するものとする。 

５ 公園、緑地及び広場の位置、規模、施設の種類、維持管理者等については、町長と別途協議

しなければならない。 

 （公園の技術的細目） 

第１７条 公園の設計にあたっては、次に掲げる事項によるものとする。 

 ⑴ 公園は、原則として外周の４分の１以上が道路に面するように配置すること。 

 ⑵ 公園は、車両の乗り入れを妨げるよう計画すること。ただし、防火水槽が設置してある場



合は、緊急車両が進入できるよう配慮すること。 

 ⑶ 公園の形状は、有効な利用を考慮し、細長すぎない長方形又はこれに近い形とし、遊戯施

設、植栽及びその他の公園施設が有効に配置できるものとすること。 

 ⑷ 公園敷地の周囲には、高さ１．２メートル以上の防護柵等を施すこと。 

 ⑸ 公園の出入口は全て道路に面し、面積が１，０００平方メートル以上の公園にあっては２

か所以上出入口を設置すること。 

 ⑹ 表層は、雑草等が生えにくいものとすること。 

２ 公園施設は、別表第３を標準に設置するものとする。 

  第３節 上水道 

 （上水道の設置基準） 

第１８条 開発区域内には、その開発区域の規模、地形、予定建築物の用途及び敷地の規模、配

置等を勘案して、上水道管理予定者と協議のうえ、当該開発区域について想定される需要を満

たすことができる能力及び構造で給水施設を自己の負担において設置するものとする。 

２ 開発区域は、原則として津幡町水道事業の設置する水道施設から給水を受けるものとし、そ

の水道事業の布設可能区域内では簡易水道等としてはならない。 

 （給水施設） 

第１９条 給水施設は、水道法（昭和３２年法律第１７７号）第５条に規定する水道施設基準に

適合するとともに、津幡町の条例等に適合しなければならない。 

  第４節 下水道 

 （下水道の整備） 

第２０条 開発行為者は、新たに下水道（下水道法（昭和３３年法律第７９号）に規定する下水

道で、開発行為に関連して開発区域外に設置されるものを含む。）を設置する場合は、その開

発区域の規模、地形、予定建築物の用途及び敷地の規模、配置等を勘案して、下水道管理予定

者と協議のうえ、当該開発区域について想定される需要を満たすことができる能力及び構造で

下水道施設を自己の負担において設置するものとする。 

２ 開発行為者は、下水道を道路以外の土地に設置する場合は、維持管理に必要な用地を確保す

るものとする。 

 （排水処理方式） 

第２１条 開発区域に設置又は開発行為に関連して設置する排水施設は、雨水、汚水を別系統で



流す分流式とし、雨水、汚水を支障なく排水できる構造のものとする。 

２ 開発行為者は、開発区域が下水道計画区域のうち整備地域内においては原則として公共下水

道等に汚水を放流するものとし、未整備地域内及び下水道計画区域外においては放流先の水質

及び下流の水利状況等を把握し、水路管理者及び水利関係団体と協議のうえ、公共用水路へ放

流するものとする。 

３ 処理水の放流にあたっては、その水質が下水道法（昭和３３年法律第７９号）等に定める放

流水の水質の技術基準、水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号）等の関係法令に適合す

る共同処理施設又は浄化槽等の汚水処理施設を設置のうえ、放流するものとする。 

  第５節 電気、ガス、その他の施設 

 （電気施設） 

第２２条 開発区域内には、居住者の生活に支障がないよう電気事業者から電気が供給されなけ

ればならない。 

２ 開発行為者は、開発区域内の道路、公園及び広場等には、適正な間隔又は密度で街路灯等そ

の他の照明施設を設けなければならない。 

３ 開発区域内の電力線柱及び街路灯柱等の建柱位置は、宅地内とする。ただし、地形の状況に

よりやむを得ない場合は、交通上支障がない位置に建柱するものとし、その位置は別途協議す

る。 

 （ガス施設） 

第２３条 開発区域には、その規模及び必要に応じて集中管理ガス施設を設置することができる。 

２ 集中管理ガス施設の設置にあたっては、予定建築物に対する安全を考慮して、その位置を定

めるとともに、ガス工作物の技術上の基準を定める省令（平成１２年通商産業省令第１１１

号）等関係法令に適合していなければならない。 

３ 集中管理ガス施設の設置にあたっては、管理予定者を明確にして関係機関と十分に協議する

ものとし、開発区域内に設置する公共施設（道路敷地内）等に設置（埋設等を含む。）を計画

する場合には、その公共施設の管理予定者と別途協議しなければならない。 

 （ごみステーション） 

第２４条 開発行為者は、８戸（室）以上の戸建住宅又は集合住宅を計画する場合は、専用のご

みステーションを設置するものとする。ただし、周囲の状況等により必要な場合は、８戸

（室）未満の場合であっても専用のごみステーションを設置するものとする。 



２ ごみステーションの利用世帯数は、おおむね１ステーションにつき２０世帯とする。 

３ ごみステーションの面積はおおむね３平方メートル以上とし、床はコンクリートを打ち周囲

の景観に配慮した壁を設け、さびにくいボックス等を設置するものとする。 

４ ごみステーションの設置場所等については、原則宅地用地内とし、町民福祉部環境安全課と

協議するものとする。 

 （防犯施設） 

第２５条 開発区域の規模等に応じて、防犯灯等の適正な防犯施設を設置することとし、その整

備に要する経費は、開発行為者の負担とする。この場合において、施設の管理等については、

地元区と別途協議のうえ決定するものとする。 

  第６節 消防水利 

第２６条 開発行為者は、消防水利の基準（昭和３９年消防庁告示第７号）及び津幡町消防用水

利施設に関する規程（平成元年津幡町消防長規程第１号）に基づき、消火栓、防火水槽等の消

防水利施設を設けるものとする。 

２ 消火栓は、道路の交差点等の消防活動に便利な位置に設けるものとする。 

３ 防火水槽は、消防用自動車が容易に活動が行える位置に設けるものとする。 

４ 開発行為者は、消防水利施設の設置について、消防長と協議しなければならない。 

  第７節 農地・農業用施設等 

 （農地・農業用施設等の保護） 

第２７条 開発行為等において、農業用の用排水路にし尿処理水、工場排水等を放流することに

起因する用水水質の汚染等又は周辺農地の日照、通風等の障害により、農業上支障を及ぼすお

それがあるときは、関係者と協議しなければならない。 

２ 開発行為にあたっては、周辺農地に土砂等が流出しないよう十分な土留め工事等の措置を講

ずるものとし、被害が生じた場合は、開発行為者の責任において補修又は補償等をしなければ

ならない。 

 （農業用施設等の取扱い） 

第２８条 開発区域外の農業用の用排水路等の設置については、次に揚げるところによるものと

する。 

 ⑴ 開発区域周辺の用排水路その他の農業用施設に支障がないよう計画すること。 

 ⑵ 農道は、農産物の運搬及び通行に支障がないように計画すること。 



 ⑶ 水路は、管理に必要な用地を確保すること。 

 ⑷ 開発区域に接続する水路等に影響を及ぼすと認められる場合は、水路管理者と十分協議す

ること。 

 ⑸ 進入路として水路等に橋梁又は暗渠を新設する場合は、通水断面を計算し、維持管理の容

易な構造とすること。 

 ⑹ その他必要な事項については、別途協議をすること。 

  第８節 公益施設 

 （全体計画） 

第２９条 開発区域内には、その規模及び当該開発区域の周辺の状況を考慮して、必要と思われ

る種類及び規模の公益施設用地を確保するものとする。 

２ 公益施設の配置計画にあたっては、その施設の目的に応じて、居住者が支障なく利用できる

とともに、それぞれの施設を有機的に配置することにより、有効な利用を図るよう計画しなけ

ればならない。 

３ 開発区域の規模に応じて配置する各種施設の基準は、別表第４のとおりとする。 

  第９節 住区の構成 

 （住区の構成） 

第３０条 開発区域は、区域の規模及び周辺の実情に応じて、機能的な住区を構成するように計

画しなければならない。 

 （街区の規模） 

第３１条 戸建住宅の街区は、住区の状況を考慮して配置し、原則として１街区の規模は長辺４

４メートルから１２０メートルまで、短辺は１５メートルから３０メートルまでとし、４画地

から２０画地までを標準とする。 

 （画地） 

第３２条 画地の形状は長方形とし、原則として戸建住宅の一画地面積は１６５平方メートル以

上、計画地盤高が標高２メートル以上としなければならない。 

２ 歩行者専用道、自転車専用道、自転車歩行者道を使用する宅地利用は、これを行うことがで

きない。 

  第１０節 設計施工に関する瑕疵の担保 

第３３条 公共施設等に関する工事について、帰属又は寄附の手続き終了後の２年間は、開発行



為者が設計施工上の瑕疵を担保しなければならない。 

   第４章 補則 

 （要綱遵守の義務等） 

第３４条 開発行為者は、この要綱及びこれに基づく協議により定めた事項を誠実に遵守するも

のとする。 

２ 町長は、必要に応じて開発行為者に対し、報告又は資料の提出を求めることができるものと

する。 

３ 町長は、開発行為者がこの要綱に従わない場合は、立入り検査及び勧告又は助言することが

できるものとし、その勧告等に従わない場合は、必要な措置を講ずることができるものとする。 

 （雑則） 

第３５条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

   附 則 

１ この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

２ 津幡町土地対策指導要綱（昭和５２年津幡町告示第６号）は、廃止する。 



別表第１（第１１条関係） 

 

別表第２（第１３条関係） 

隅切長（斜長） 
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公共・公益施設名 協議者（主管課） 管理予定者 

道路、道路付属施設、調整池、公園等 産業建設部 都市建設課 産業建設部 都市建設課 

緑地、緑道等（自己用緑地除く。） 総 務 部 監 理 課 総 務 部 監 理 課 

埋蔵文化財等 教 育 部 生涯教育課 教 育 部 生涯教育課 

上水道 上下水道部 上下水道課 上下水道部 上下水道課 

下水道 上下水道部 上下水道課 上下水道部 上下水道課 

消防水利施設 消 防 本 部 庶 務 課 消 防 本 部 庶 務 課 

防犯灯、ゴミステーション、カー
ブミラー等 

町民福祉部 環境安全課 地 元 区 

農業用水路、農道等 産業建設部 産業経済課 産業建設部 産業経済課 

その他 協議により決定する。 



別表第３（第１７条関係） 

公園施設設置基準 

施設の種類 
公 園 面 積 

300 ㎡未満 
300 ㎡以上 
500 ㎡未満 

500 ㎡以上 
2,000 ㎡未満 

2,000 ㎡以上 

柵 ○ ○ ○ ○ 

車 止 施 設 ○ ○ ○ ○ 

遊 具 施 設 ○ ○ ○ ○ 

ベ ン チ ○ ○ ○ ○ 

植 栽 ○ ○ ○ ○ 

門 柱 － － ○ ○ 

照 明 灯 － － ○ ○ 

パーゴラ等休養施設 － － － ○ 

水 飲 場 － ○ ○ ○ 

自 転 車 置 場 － － ○ ○ 

そ の 他 ○ ○ ○ ○ 

 備考 トイレについては、別途協議を必要とする。 

 

別表第４（第２９条関係） 

公益施設の基準 

 隣保区 分区 住 区 地 区 

規        模 
（戸数） 
（人口） 

 
30～150 戸 
200～600 人 

 
500～1,000 戸 

2,000～4,000 人 

 
2,000～2,500 戸 
7,000～10,000 人 

 
4,000～   戸 
15,000～  人 

集会・文化施設 集会室 集会所 公民館､児童館 

教 育 施 設  幼稚園 小学校 中学校 

福 祉 施 設  保育園・託児所 

医 療 施 設  主要科診療所 各科診療所 病院 

保 安 施 設  警察派出所 消防署、コミュニティ消防センター 

通 信 施 設 掲示板 ポスト､公衆電話 郵便局 

 食料品店 日用品店、飲食
店 

マーケット、一
般店舗、理容・
美容、新聞店、
クリーニング、
スタンド、タク
シー営業所 

専門品店、レス
トラン、金融機
関 
ガス、電気、水
道のサービスセ
ンター 

 


